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ただいまご紹介にあずかりました、代表執行役社長CEOの島田です。本日は、お忙し
い中お集まりいただきましてありがとうございます。

本日は、東芝グループの長期ビジョンを中心にお話ししたいと思います。
皆さまもご承知のとおり、現在、私たちは非公開化を含めた戦略的選択肢の検討を進
めており、本日公表のとおり、複数の投資家、スポンサー候補から提案を受領しました。
それらの提案には、当社グループの潜在的な価値に対する大きな期待があることを
感じ、大変心強く思っています。これから、あらゆるステークホルダーの声をお聞きし、
当社として透明性をもって、戦略的選択肢の検討をやりきることが重要であると考え
ています。

同時に、明快で野心的な長期ビジョンは、抜本的な改革に向けた社内のアクションや
意思決定を促進する意味においても重要だと考えています。並行して、より詳細な財
務目標や計画が戦略的選択肢の検討においても重要だと理解しています。まずは、こ
の会社変革に向けた長期ビジョンに賛同いただき、実現に向けたより詳細なアクショ
ンや計画に落としていくことが、企業価値向上につながると信じています。

それでは、東芝グループの将来に向けた経営方針をご説明致します。
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本日はこちらの内容をご説明致します。
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東芝グループの経営理念です。

「人と、地球の、明日のために。」この言葉は、昨日今日できた言葉ではありません。
1990年代からある言葉であり、東芝の人が東芝に誇りを感じる言葉だと思っていま
す。
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そして、私たちの存在意義です。

「新しい未来を始動させる。」これこそが東芝を東芝にする理由であると思っています。
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第一章では東芝グループの目指す姿と中長期目標、そして課題について触れます。
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先ほどの東芝グループの経営理念「人と、地球の、明日のために。」をマズローの階層
構造になぞらえます。

まず「人」。すなわち一人一人の安全安心な暮らしを守ることが大切です。それは、貧
困や災害や紛争のない世界です。ここで我々ができることは、誰もが享受できるインフ
ラの構築と考えています。

個人が満足すると、その次は「地球」。すなわち社会的・環境的な安定の実現が次の段
階として大切になり、東芝は「繋がるデータ社会の構築」をここで目指します。

さらに社会が安定すると「明日」。すなわち子供たちの未来、人と地球の持続可能性が
問われることになります。そのために我々ができること、そしてやるべきことは「カー
ボンニュートラルの実現」、さらには「サーキュラーエコノミーの実現」だと考えていま
す。
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これらのやるべきことを実現する手段として重要なのが、デジタルです。デジタルエコ
ノミーの発展に伴い、今後、様々な企業が産業の垣根を越えて繋がることで、新たな
社会価値が創造されます。

東芝では、この変化に対応するためにDE、DX、QXという戦略を定めました。その第一
段階がDEです。サービス化・リカーリング化を目指す、デジタルエボリューション（DE）
と名付けました。その次の段階は、それがプラットフォーム化していくデジタルトランス
フォーメーション、DXです。そして、更に様々なプラットフォーム自体が業界を超えて繋
がる、量子の世界であるクアンタムトランスフォーメーション、QXへと発展させていき
たいと考えています。

本日はそれを具体的に、どの様に達成するのかご説明します。
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まず、東芝グループの中長期の目標値です。

2025年度は、売上高4兆円、営業利益3,600億円、営業利益率9.0%、EBITDA5,000億
円、ROIC17.0%、フリーキャッシュフロー2,500億円を目標と定めました。

また、2030年度には、売上高5兆円、営業利益6,000億円、営業利益率12.0%を目指し
たいと考えています。



この中身ですが、2030年度に向けて収益の柱をデータサービスとする会社へと変貌
させていきたいと考えています。我々の計画では、データサービスの領域で2030年度
に営業利益率26%と非常に高い収益性を実現し、全社の営業利益の約2割をそこで
稼ぎ出したいと考えています。

実は、これは既に準備が始まっており、その具体的な取り組みについて後ほどご説明
します。
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さて、この目標を達成する上で東芝の課題は、2つの硬直性と単純化して申し上げま
す。

東芝は、何でもできる会社です。東芝の中にある起業家精神が次々と新しい領域に挑
戦し、過去多くの成功を収めてきました。しかしながら、時代と共に、多くの成功した事
業はその事業の中に閉じこもるようになってしまいました。その事業を始めた時には
その事業単位が正しかったとしても、現在のデジタル化やサービス化する時代に合わ
なくなってきていることがあります。これを私は、内部硬直性と呼んでいます。

もう一つ、東芝の魅力は世の中に全くない技術を開発できることです。東芝発の世界
初は多く存在します。なんでもできる東芝は、何でも自分でやろうとします。しかし、現
代はエコシステム、プラットフォームの時代です。完全に独自技術を自社のみで立ち
上げるよりも、エコシステムを活用して早期にビジネスを立ち上げることで、企業価
値の大きな拡大が見込まれると考えています。これを私は、外部硬直性と呼んでいま
す。

今回の新たな経営方針では、この2つの硬直性を打破したいと思います。
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第二章では、東芝グループの現在の姿について見ていきます。
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東芝グループは100年以上にわたり、電力や鉄道などの国の重要インフラを支える事
業に携わってきました。上下水道をはじめ、これら多くの事業でNo.1のシェアを保有
しています。これらのビジネスは、デジタルビジネスのための貴重な財産となります。

代表的な事業をいくつかご紹介します。
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デバイス事業においては、高効率、高品質、高信頼性のパワー半導体の供給を通じて、
デジタル産業の基盤を支えてきました。石川県にある加賀東芝内に300mmウエハー
製造ラインを構築し、今年度量産を開始します。また、新たな製造棟の建設も予定し
ており、こちらは2024年度に稼働予定です。

SiCやGaNといった次世代の化合物半導体などへのR&D投資も積極的に推進してい
きます。
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エネルギー事業では、原子力発電所のプラント建設、メンテナンス、再稼働支援などを
通じて、経済活動や生活を支えるエネルギーの安定供給に貢献してきました。また、
福島第一原子力発電所においては、一貫して廃炉に向けた活動に従事してきました。
今後は、安全性に優れた革新的な軽水炉や高温ガス炉の実現、放射性廃棄物の安定
保管に資する技術への投資と研究開発を続けていきたいと思っています。
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インフラ事業においては、防空レーダシステムや航空保安管制システムなど東芝グ
ループの最先端民生技術を活用して、社会の安全安心の確保に貢献してきました。今
後も東芝グループの総合力を生かした防衛装備品の開発・生産に注力すると共に、
人工知能や量子暗号通信など最先端民生技術の適用により、高いセキュリティで守
られたレジリエントな社会インフラの実現に貢献します。
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さて、2018年にスタートした東芝Nextプランでは、フェーズ1として基礎収益力の強化
に取り組んできました。2020年度には新型コロナウイルスの影響、昨年度は半導体
不足や素材高騰といった影響がありましたが、ここまで全セグメントにおいて順調に
収益力が回復し、東芝グループ全体で4ポイントの改善が見えるところまで来ており
ます。

特に、デジタルソリューションにおいては安定的に改善してきており、ソフトウエア開
発プロセスの標準化や海外ソフトウエア開発拠点の活用など、地道な改善努力が実
績に結び付いたものと評価しています。

今後は、このような成功事例を全社に展開することで、より強固な収益体質を構築し
ていきたいと考えています。
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構造改革や調達・営業などのCFT活動を通じて、短期で刈り取り可能な活動を中心に
全社展開を行い、2018年から4年間で1,800億円の効果を実現しました。

今後は設計、生産などを含めた業務プロセス変革と、それを実現するためのITシステ
ム変革とを合わせてバリューチェーン改革として推進し、2つの変革の連鎖によって持
続的な基礎収益力の強化に取り組みます。

この活動により、2025年度までにさらに約700億円の原価低減による収益改善を実
現することを目指します。
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より詳細に見ていきたいと思います。

子会社の削減については、2025年度に40%削減することを目指しており、今年4月末
の時点において、既に30%の削減を実現しています。

バリューチェーン改革に関しては取り組みとして、設計・製品のモジュール化では
2025年度に対象67製品のモジュール化を完了に向けて、2022年度中に約70%の達
成を見込んでいます。

また、スマートファクトリーに関しましては、主要全拠点への展開を目指しており、レ
ベル3を2022年度までには35%まで完了する計画としております。
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第三章では、先ほども触れました内部硬直性と外部硬直性の課題の解決についてご
説明します。
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まず、内部硬直性の問題です。
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我々はこれをSoftware Defined Transformationというステップで解決していきたい
と考えています。現在、製品開発は縦割りで実施されており、ソフトはハードウエアの
中に一体として組み込まれてシステムとして提供されています。

第1段階のデジタルエボリューションに到達するためには、まずこのソフトとハードを
分離することが非常に大事です。これにより様々なアプリを追加していくことが可能
になり、新たなサービスを生み出すことと共に、ビジネスのリカーリング化やSaaS化
が進んでいくことになります。これらは、ビジネスの高収益化に大きく貢献します。

その次に、このソフトウエアのレイヤーを標準化することにより、他社のハードや他社
のアプリと繋がることでプラットフォーム化が可能になります。これができるとサービ
スは大幅に拡大し、ここで構成されるスケールフリーネットワークにより、データを中
心にしたサービス展開が可能になります。これが、第2段階のDXです。このビジネスは
極めてアセットがライトでスケーラブルなビジネスモデルになり、指数関数的な成長
を可能にします。
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さらにその先には、プラットフォーム化された様々なDXが出現し、複雑に絡み合った
中から最適解を見つけ出す量子の世界であるクアンタムトランスフォーメーション
（QX）が起こります。
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これを進める方法を我々は社内名称として、「SHIBUYA型プロジェクト」と名付けまし
た。

渋谷の街は、今、大変貌を遂げております。何百万人も行き来する渋谷を止めずに、街
を根本的に変貌させようとしています。

それこそが、我々がまさに今やろうとしていることです。ビジネスを止めずに会社を再
生するのです。

この「SHIBUYA型プロジェクト」を成功させるには、組織の壁、すなわち内部硬直性の
打破が必要になります。
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他にもたくさんのアイデアがありますが、例えば、ソフトウエア開発です。

東芝グループのソフトウエア開発人員をまとめました。全体の人数の中で、デジタル
セグメントに所属している人員よりもはるかに多い人が、グループ会社30社に分散し
ていることが分かります。この1つを取っても、それぞれのハードにソフトウエアがくっ
ついていることがイメージできると思います。開発のやり方や人員の配置においても、
改善できることは多く存在します。これらを徹底的に改善したいと思っています。
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もう一つ、DXにおけるデータがどこから多く生み出されるかをモデルにしました。これ
は、企業や使用者の数を縦軸に、サプライチェーンを横軸に取ったグラフになります。
これを私は、「ダブルダイヤモンドモデル」と呼んでいます。

プラットフォーム化は、右のダイヤモンドの消費者のところから起こりました。いわゆる、
GAFAが消費者から直接データを集めたという手段です。我々は、そこでも、まだ取得
されていないハードから抽出できるデータがたくさん存在していることを知っていま
す。こうしたデータの取得には、POS、照明、エレベーターなどの事業が大きく貢献す
ると考えています。人のデータを押さえるという意味において、これらの事業は注力事
業と捉えています。

さらに左のB2Bの領域においても、データの取得はまだ達成されていません。多くの
人たちは、この真ん中の大企業のところの小さくなっている領域からデータを取ろう
としますが、これは非常に困難です。実際に、人のデータのモデルにおける成功例を
見ても、このダブルダイヤモンドモデルのダイヤモンドの大きいところからデータを集
めることが、非常に合理的であると考えています。

東芝は、この両方の領域に取り組んでいきます。特に左のB2Bの領域のデータ取得は、
まだほとんど達成されていないと思っています。この両方の領域で、プラットフォー
マーの地位を目指したいと考えています。
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データが大きな価値を生み出す例として2つご紹介します。

まずは、人流データを起点としたサービス群になります。

将来、ビルや商業施設においても、As a Service的なプラットフォームができあがりま
す。その中でも、多くの人へのタッチポイントを持つエレベーターなどでは、かご内サ
イネージなどを利用して人々の行動変容に寄与でき、かつ、東芝テックのリアルリ
テールプラットフォームとの連携も大きなビジネスチャンスと言えます。

交通においても、ダイナミックプライシングやスケジューリングに移行することは明白
です。その制御をより効率的に行うため、道路、貨物、鉄道各社をまたいだプラット
フォームの出現も想像でき、そこは当社のビジネスからリーチしやすい場所と言えま
す。

この2つのプラットフォームを持つデータを連携することで、さらに新しいサービスが
生まれ、巨大なマーケットが創造されると考えています。
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次に、エネルギーとCO2に関するデータです。

サステナビリティやサーキュラーエコノミーの実現には、今後、エネルギーやCO2の
データが重要になります。再エネ・省エネを含むエネルギーデータを集約しプラット
フォーム化することで、将来的には各家庭で発電した電力を取引するような、個人間
電力取引サービスの出現が考えられます。また、再エネへのシフトとともに注目され
るCO2の見える化では、データ化による商品のカーボンフットプリントまで追跡するこ
とが可能になります。

例えば、今、私の目の前にあるこの水がここにたどり着くまでに一体どれだけのCO2
が消費されたか。このことが見える化できるかできないかは、我々がカーボンニュート
ラルを達成する上で非常に重要な指標になると考えています。

この2つのデータが合わさることにより、企業や人々に環境に配慮した行動変容を促
し、より地球にやさしい社会を構築することが可能になるのです。
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さて、次に外部硬直性について申し上げます。
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東芝の強みは、開発のダイバーシティにあります。過去にも多くの領域で技術の掛け
合わせにより、世の中にない製品を生み出し、それを世の中に送り出してきました。

現在においても、半導体や材料技術による想定市場規模が2.5兆円を超えるような
Cu2OタンデムPVやペロブスカイト、NTO負極電池、LiDAR、ミリ波イメージング、
MEMSセンサなど、数々のビジネスポテンシャルが高い技術が存在しています。
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しかしながら、これらのビジネスの種を東芝は今現在、生かしきれていないと私は
思っています。

例えば、生分解性リポソーム。これは、遺伝子治療に向けに東芝独自のナノサイズの
カプセルである生分解性リポソームを内包した治療遺伝子を、標的であるがん細胞に
正確に高効率に運ぶ技術です。

バイオテクノロジーの分野は、全世界的に成長分野と捉えられており、破壊的なイノ
ベーションを起こす可能性がある技術、将来性のある技術や事業に対して投資家の
期待も高まっています。実際にバイオテクノロジー関連の企業は、未だインキュベー
ション段階や利益やキャッシュを生んでいない状況であるにもかかわらず、売上高の
16.9倍の価値がつくなど、非常に大きな期待が寄せられていることが分かります。
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これらのポテンシャルの高い技術を、早期に確実に価値として顕在化していく方策を
進めていきます。

外部連携や早期に価値の顕在化が可能と判断した場合には、専門分野での事業拡
大を目指す企業やその分野の既存のプレイヤーといったパートナーの活用を検討し
ます。その結果、データ活用やファイナンシャルリターンなどの様々な価値を得ること
ができると考えています。

これが、外部硬直性を打破するアプローチです。
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第四章では、東芝グループが描くDE→DX→QXについて、既に取り組みが始まってい
る事例をご紹介します。
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まず、DEの事例です。
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エレベーターの事例になります。
Elevator as a Service（EaaS）は、ソフトウエアディファインドを実践している好事例
になります。過去数年にわたり、ハードであるエレベーターとソフトを分離して、様々
なサービスアプリとして提供してきました。将来的に外部アプリと連携して、データビ
ジネス化することを目指しています。
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次にViewLED™です。
これは2019年に上市したカメラ付きLED照明です。これにより、従来の照明として機
能するだけではなく、ネットワークと接続してデジタルデータを取得することが可能に
なりました。
現在では、画像データを活用した様々なアプリケーションの提供を開始しています。

これは、すなわち今まで売ってしまえば終わりだったライトが、リカーリングとして売っ
た後のほうが、お金が儲かるビジネスへ転換している例になります。
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最後に、工場インフラ制御のソフト化、クラウド化です。
コンピューター制御による自動化は70年代に始まりました。当時は専用機が作られ、
PLCやDCSといったシステムが実用化され、東芝もそれを発明、開発した企業の一つ
でした。2000年以降、特に2010年頃からはこれがパソコン化しCPSの原型が現れ始
めます。そして、多くの企業がこれにより業界への参入を果たしました。

しかし、これらは今後クラウド化していくことが予想されます。東芝では、リアルタイム
制御する技術を開発し提供を既に開始しております。制御で先行している企業に取っ
て代わるチャンスだと思っています。アナログTVで成功した企業がデジタルTVで出遅
れたというようなことが起こると思っております。すなわち、第2世代で出遅れた東芝
は、その優れた技術で、大胆に第3世代で成功を収められると私は考えています。
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次に、DXの事例です。
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まず、エネルギーソリューションプラットフォームについてお話しします。
大型発電プラント監視ソフトの活用により、設備や機械の監視を行い充実した保守・
点検サービスを提供します。

しかし、さらに重要なのは再生可能エネルギー発電が今後増大する中で、発電と需要
家側をそれぞれ束ねてバランスさせて、それを支える基幹系統の調整を行うことです。
実際に、市場のニーズは高く、エネマネ・マッチングに関して、50社以上の顧客企業様
との検討を既に実施させて頂いています。また、東芝グループは、電気を供給する側
だけでなく、需要家側、すなわち使う側の顧客基盤においても技術を持つ企業であり、
それが大きな差となって現れると考えています。
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次に、購買データのプラットフォームです。
東芝テックが持つ圧倒的なPOSのマーケットシェアを背景に、消費者にレシートを紙
でなく電子データで提供するサービス、スマートレシートを始めています。これは、店
舗からデータを入手するのではなく、個人に提供したスマートレシート™サービスから
個人の同意を得て、データを活用するサービスです。

我々は、個人の購買データは個人のものだと考えており、安心して使える情報サービ
スを作っていきます。そのために、データの徹底した見える化、ユーザー体験に基づく
自然なデータ連携によるデータ社会インフラとなることを目指しています。
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現在、このサービスは順調な成長を見せており、2025年度までには加盟店舗数13万
店舗、会員数1千万人を目指し、スマートレシート™を浸透させ購買データの収集基盤
を確立したいと考えています。
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B to Bにおいては、サプライチェーンプラットフォームを提供し既に多くの企業に採用
されています。

現在、このデータはクラウド上に格納され、メーカーごとにサプライヤーの評価やBCP
対応のために有効活用されています。このデータをメーカーの壁を取り払い、活用し
ていこうと考えています。これにより、サプライチェーンを横断したCO2排出量の算出、
企業マッチング、各種ファイナンスなど、外部サービサーと連携して蓄積された企業間
取引や生産関連データを活用した新規データサービスを創出します。

特にCO2に関しては、各サプライチェーンのデータを合算して、最後にスマートレシー
トを使って自分が買い物をすることで、一体どれだけCO2を使ったのか見えるところ
までやりたいと思っています。これによって、個人の行動変容を起こせるのではないか
と考えています。

42



最後にQXです。
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量子技術は、今、驚異的なスピードで発展を遂げています。東芝は、この領域で実に
30年近く研究開発を行ってきました。量子コンピューターが完成した暁には、現在の
数学による暗号技術は簡単に破られると言われています。

我々は、この暗号を盗まれないようにする通信、量子暗号通信のトップメーカーです。
間もなく、我々の通信は量子によって守られる時代が来ると確信しています。

しかし、この量子通信の技術はここにとどまりません。量子には、重ね合わせとエンタ
ングルメントという不思議な動きがあります。これにより、数百キロ離れた、量子コン
ピューターのメモリー情報が同時に更新されるという現象を可能にするわけです。
我々は、これをインターネット上に接続することにより、量子インターネットの世界へ
と発展させることが可能だと思っています。そして、東芝はその領域で最も優れた技
術を保有しています。

また、オール光ネットワークの実現には光電融合デバイスが必要不可欠です。当社の
保有する半導体技術は、それに大きく貢献することが期待されています。
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量子暗号通信に関しては、既に世界中で商用実証が開始されています。

現在、東芝デジタルソリューションズがこれを担当しております。これらの投資を行い
ながらも、東芝デジタルソリューションズは10％を超える利益率を既に出しています。
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また、東芝による量子コンピューターそのものの研究から、既に実用化に近いと言わ
れる量子インスパイヤードソルバーが開発されています。これは、量子の動きを通常
のコンピューターでシミュレートすることを古典理論との組み合わせで解くものであ
り、組み合わせ最適化問題において世界最高速、最大規模の計算能力を示していま
す。特に金融における実証を進めています。また、創薬領域において極めて重大な成
果が出つつあります。

これらは、単に量子技術の研究の成果ではなく、半導体や、材料、さらには、ゲート型
のコンピューターには絶対に必要と言われている冷却の技術、すなわち原子力の技
術が活用されています。これらの多くの隣接する技術により、次の世界のブレークス
ルーが実現されると考えています。
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ただ、量子の世界は、単一の会社では実現しません。また、一体何に使えるのかという
ユースケースや、どの領域が一番ビジネスになるのかということが、まだはっきりと分
かっていない状況です。言い換えれば、巨大なチャンスが存在するということです。

これをつかむために東芝は日本において、Q-STARの立ち上げを産官学と連携して積
極的にリードしてまいりました。現在、私自身もこの5月23日に設立された一般社団
法人の代表理事を務めています。そして、海外連携を積極的に進め、共同によるグ
ローバルビジネス開拓が進んでいます。
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東芝は、巨大なマーケットが生まれると予想される量子領域で、リーディングカンパ
ニーになりたいと考えています。
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最後に、本日お伝えしたいポイントをまとめます。

東芝グループは、「人と、地球の、明日のために。」の経営理念の下、人々の生活と社会
を支える製品やサービスを社会に送り出してきました。それは、これからも変わらない
東芝の使命だと考えています。

しかし、デジタルエコノミーが発展しエコシステム、プラットフォームの時代に対して、
会社も変革していく必要があります。DE、DX、QXの変革を通じて、データサービスを
収益の柱とする企業へと変えていきたいと考えています。そのためには、内部硬直性
と外部硬直性の2つの硬直性を打破し、東芝グループの持っているポテンシャルを最
大限に発揮することが必要です。SHIBUYA型ステップによって、ソフトとハードを分離
するSoftware Definedを推進し、具体的なステップを示していきます。それらの変革
を通じ、デジタルとデータの力を活用し、カーボンニュートラルやサーキュラーエコノ
ミーの実現に貢献する企業になることを確信しています。

ご清聴、ありがとうございました。
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